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参参議議院院議議員員 井井上上美美代代君君提提出出　　石石綿綿（（アアススベベスストト））ばばくく露露にによよるる健健康康被被害害

へへのの対対策策にに関関すするる質質問問にに対対すするる答答弁弁書書

御指摘の「石綿の代替化等検討委員会」において、非石綿製品への代替化が困難な石綿製品の範囲の絞り込み等を行って
きたところ、平成十五年三月に取りまとめた報告書において、石綿含有建材である押出成形セメント板、住宅屋根用化粧ス
レート、繊維強化セメント板、窯業系サイディング及び石綿セメント円筒並びに石綿含有非建材である断熱材用接着剤並び
にブレーキ及びクラッチに使用する摩擦材（以下「押出成形セメント板等」という。）については、代替化が可能であると
考えられるが、石綿含有非建材である耐熱・電気絶縁板及びジョイントシート・シール材については、代替化が可能なもの
と困難なものがあると考えられるところ、現時点でそれらを明確に特定することは困難であるとされたところである。
政府においては、当該報告書を踏まえ、押出成形セメント板等の製造、輸入、譲渡、提供及び使用を禁止する方向で、所

要の作業を進めているところであり、世界貿易機関事務局に対しても、同年五月に、世界貿易機関を設立するマラケシュ協
定（平成六年条約第十五号）附属書一Ａの貿易の技術的障害に関する協定に基づき、禁止措置についての他の加盟国に対す
る通報を依頼したところである。なお、禁止措置の実施時期については、周知等に必要な期間も考慮し、今後検討してまい
りたい。

石綿はその優れた耐久性等から幅広い製品に使用されているが、石綿含有建材に関しては、石綿がセメント等で固定され
ており、切断等を行わない限り人体への影響はないと認識している。また、断熱材用接着剤等の石綿含有非建材は、事業者
向けの製品であると認識している。
事業者向けの石綿含有製品の情報提供に関しては、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す

る法律（平成十一年法律第八十六号）第十四条及び労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）第五十七条の二の規定
に基づき「製品安全データシート」等による情報提供が行われているとともに、建材に関しては個々の建材に石綿含有建材
であることを示す「ａ」マークが付されている。
このように消費者が石綿そのものに触れる可能性が少ないこと及び石綿含有製品を業務として使用する者に対しては情報

提供が行われていることから、石綿含有製品の情報提供に関し、御指摘のような措置を講ずる必要はないと考えている。

事業者は、建築物の解体等の作業を行うときは、石綿による労働者の健康障害を防止するため、特定化学物質等障害予防
規則（昭和四十七年労働省令第三十九号）第三十八条の十の規定に基づき、あらかじめ、当該建築物について、石綿の使用
の状況等を調査し、その結果を記録することが義務付けられているため、御指摘のような調査を行うことは考えていない。

事業者は、石綿が使用されている建築物の解体等の作業を行う場合には、特定化学物質等障害予防規則の規定により、石
綿を湿潤な状態にすること等により石綿による労働者の健康障害を防止すること及び特定化学物質等作業主任者技能講習を
修了した者のうちから、特定化学物質等作業主任者を選任し、その者に、作業方法の決定、労働者の指揮等を行わせること
が義務付けられている。厚生労働省においては、事業者等に対して建築物の解体又は改修工事における石綿粉じんへのばく
露防止のためのマニュアルを配布することにより、その周知を図っているところであり、また、安全衛生情報センターのホ
ームページにおいても石綿の有害性、取扱い上の注意等に関する情報の提供が行われているところである。
また、吹付け石綿が使用されている一定規模以上の建築物を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工事を施行す

る者は、大気汚染防止法（昭和四十三年法律第九十七号）の規定により、大気汚染防止法施行規則（昭和四十六年厚生省・
通商産業省令第一号）に定める作業基準を遵守することが義務付けられている。環境省においては、事業者等に対して建築
物の解体等に伴う石綿飛散防止対策のための手引き及びパンフレットを配布するとともに、これらを環境省のホームページ
に掲載することにより、その周知を図っているところである。吹付け石綿以外の石綿含有建材については、大気汚染防止法
の規制の対象となっていないが、現在その製造、使用実態等に係る調査を行っており、今後、当該建材に係る大気の汚染の
防止対策の必要性を検討することとしている。
以上のような規制の徹底と石綿に関する情報の周知等を行うことにより、石綿の飛散防止を図ってまいりたい。

労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）に基づき、業務上、石綿にばく露したことにより肺がん又は中皮腫
を発症したとしてなされた保険給付の請求に対して、平成九年度から平成十三年度までの間に、保険給付の支給を決定した
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件数は、別表一のとおりである。石綿にばく露したことにより石綿肺を発症したとしてなされた保険給付の請求に対して、
この間に、保険給付の支給を決定した件数については、区分して調査し、集計しておらず、また、新たに区分して調査し、
集計することは作業が膨大なものとなるため、お答えすることは困難である。
また、平成十一年度から平成十三年度までの間に、保険給付の支給を決定したものについて、労働保険の保険料の徴収等

に関する法律施行規則（昭和四十七年労働省令第八号）別表第一に規定する事業の種類ごとに集計した件数については、業
務上疾病に係る補償状況を把握するための資料（以下「基礎資料」という。）を基に集計したところ、別表二のとおりであ
る。平成九年度及び平成十年度の当該件数については、基礎資料を既に廃棄しており、労働基準監督署に保管してある保険
給付の支給又は不支給を決定するに当たって調査した資料を、新たに区分して調査し、集計することは作業が膨大なものと
なるため、お答えすることは困難である。

特定化学物質等障害予防規則に基づく石綿に係る特殊健康診断の受診対象者は、石綿を製造し、又は取り扱う業務（以下
「石綿の製造業務等」という。）に常時従事する労働者であり、石綿成形品のはり付け等石綿の発じんのおそれのない業務に
従事する労働者は含まれないこととされている。
また、特殊健康診断の適正な実施を含む特定化学物質等障害予防規則の関係規定の遵守については、従来からその徹底を

図ってきたところであるが、今後とも引き続き監督指導等を通じ、特殊健康診断の実施の徹底等による健康障害防止措置の
確保を図ってまいりたい。

平成十三年における石綿の製造業務等に従事していた者に係る都道府県ごとの健康管理手帳所持者数及び健康管理手帳所
持者の健康診断の受診率は、別表三のとおりである。

厚生労働省においては、石綿の製造業務等に係る健康管理手帳制度についてのパンフレットを作成し、事業者等を通じて
関係労働者及び退職者への周知に努めてきたところである。
また、事業者は、労働安全衛生法の規定により、当該制度等について労働者に周知することが義務付けられていることか

ら、その遵守について、従来から徹底を図ってきたところであるが、今後とも引き続き監督指導等を通じ、その徹底を図っ
てまいりたい。

健康管理手帳所持者が健康診断を受診できる医療機関については、当該健康管理手帳所持者の住所、利用できる交通機関
等を考慮し、必要な数を確保しているところである。
また、健康管理手帳所持者に対する健康診断については、エックス線直接撮影装置、エックス線特殊撮影装置等、当該健

康診断の実施に必要な設備が整備されており、かつ、専門的知識及び経験を有する医師等が確保されている医療機関のうち
から、優れた診断機能を有している医療機関に委託しているところであり、当該医療機関において適切に実施されていると
考えている。

都道府県労働局の職員及び労働基準監督署の職員に対しては、石綿にばく露したとしてなされた保険給付の請求に対して、
「石綿ばく露作業従事労働者に発生した疾病の業務上外の認定について」（昭和五十三年十月二十三日付け基発第五百八十四
号労働省労働基準局長通達。以下「認定基準」という。）に基づき、保険給付の支給又は不支給の決定を行うよう指示して
いるところであり、医療機関に対しては、認定基準の周知を図っているところである。また、心膜中皮腫等、認定基準に認
定要件が示されていない疾病であって、業務上、石綿にばく露したことにより発症すると考えられるものについての取扱い
を検討するため、御指摘の「石綿ばく露労働者に発生した疾病の認定基準に関する検討会」（以下「検討会」という。）を開
催しているところであり、この検討結果を踏まえた認定基準の見直しを行うとともに、その周知を図る予定である。

労働者災害補償保険法に基づき、石綿にばく露したとしてなされた保険給付の請求に対しては、当該請求に係る労働者の
症状が認定基準に示す医学的所見に合致しているか否かに加えて、従事していた事業場、作業の内容、石綿ばく露の状況、
保護具の使用状況、当該労働者の健康状態等を調査することによって、業務上の事由による疾病か否かを判断することが適
当であると考えており、複数の作業場で作業に従事したか否かにかかわらず、当該労働者の石綿にばく露する作業の内容及
び当該作業に従事した期間を合計した期間等について認定基準で示す要件を満たしているか否かを確認することとなってい
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る。
したがって、複数の作業場において石綿にばく露する作業に従事していた労働者から保険給付の請求がなされた場合には、

労働基準監督署において、それぞれの作業の内容、当該作業に従事した期間等を調査しているところである。しかしながら、
これらの調査項目のうちの一部を把握することができない場合であっても、調査結果全体から石綿にばく露する作業内容及
びその従事していた期間が特定できるときは、認定基準に照らして保険給付の支給又は不支給の決定を行っているところで
ある。

平成十四年十二月三日付けで厚生労働省に対して提出された御指摘の要請書に記載されている事項のうち、検討会の検討
事項に含まれている事項については、検討を行っているところである。また、検討会の検討結果については、公表すること
としている。

検討会においては、石綿ばく露による健康障害に係る最新の医学的知見を踏まえ、認定基準の見直しの検討が進められて
いるところであり、現時点において、御指摘の者について、新たに疾病調査を行う必要はないと考えている。

建設の事業を行ういわゆる一人親方は、労働者災害補償保険法第三十五条に基づき一人親方の団体の申請により同法の適
用を受けることができ、当該一人親方が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合には、療養補償給付、休業補償給付等の保
険給付が行われるなど一定の救済措置がなされており、その周知に努めているところである。
また、石綿により汚染した作業衣等は二次発じんの原因となることから、このような作業衣等はそれ以外の衣服等から隔

離して保管し、かつ、作業衣等に付着した石綿の粉じんが発散しないよう洗濯により除去するとともに、事業場からの持ち
出しを行わないよう指導しているところである。
したがって、御指摘のように更なる救済措置を講ずることは考えていない。



別表一 

支給決定件数 
年度 

肺がん 中皮腫 

平成 9年度 12 10 

平成10年度 23 19 

平成11年度 17 25 

平成12年度 17 35 

平成13年度 21 33 

 
 

別表二 

支給決定件数 
疾病名 事業の種類 

平成11年度 平成12年度 平成13年度 

建築事業（既設建築物設備工事業を除
く。） 

2 2 5 

既設建築物設備工事業 0 0 1

機械装置の組立て又は据付けの事業 0 1 0

その他の建設事業 0 0 1

木材又は木製品製造業 1 0 0

化学工業 1 0 0

コンクリート製造業 0 1 0

その他の窯業又は土石製品製造業 5 3 6

金属精錬業（非鉄金属精錬業を除く。） 0 0 1

金属材料品製造業（鋳物業を除く。） 0 1 0

機械器具製造業（電気機械器具製造業、
輸送用機械器具製造業、船舶製造又は修
理業及び計量器、光学機械、時計等製造
業を除く。） 

1 3 0 

船舶製造又は修理業 3 2 4

その他の製造業 1 0 0

その他の各種事業 3 4 3

肺 
が 
ん 

合計 17 17 21

建築事業（既設建築物設備工事業を除
く。） 

6 1 5 

既設建築物設備工事業 0 1 0

機械装置の組立て又は据付けの事業 0 2 0

その他の建設事業 0 2 0

中 
皮 
腫 

食料品製造業（たばこ等製造業を除く。) 0 0 1



繊維工業又は繊維製品製造業 1 0 0

化学工業 0 0 1

ガラス又はセメント製造業 2 0 0

その他の窯業又は土石製品製造業 2 6 3

金属精錬業(非鉄金属精錬業を除く。） 1 2 0

金属材料品製造業(鋳物業を除く。） 1 0 0

金属製品製造業又は金属加工業(洋食
器、刃物、手工具又は一般金物製造業及
びめつき業を除く。） 

1 4 0 

機械器具製造業(電気機械器具製造業、 0 1 0

輸送用機械器具製造業(船舶製造又は修
理業を除く。） 

2 1 4 

船舶製造又は修理業 3 9 6

その他の製造業 1 0 3

交通運輸事業 0 0 1

貨物取扱事業（港湾貨物取扱事業及び港
湾荷役業を除く。） 

0 0 1 

電気、ガス、水道又は熱供給の事業 1 0 0

倉庫業、警備業、消毒又は害虫駆除の事
業又はゴルフ場の事業 

0 0 1 

その他の各種事業 4 6 

 

合計 25 35 33

注）集計した結果、件数が0であった事業の種類については省略している。 

 
 

別表三 

 
 

健康管理手
帳所持者数

受診率（%）

北海道 7 36 

青 森 0 - 

岩 手 0 - 

宮 城 1 50 

秋 田 0 - 

山 形 1 100 

福 島 1 100 

茨 城 0 - 

栃 木 1 50 



群 馬 0 - 

埼 玉 20 73 

千 葉 2 50 

東 京 2 75 

神奈川 125 66 

新 潟 4 38 

富 山 0 - 

石 川 0 - 

福 井 0 - 

山 梨 0 - 

長 野 7 71 

岐 阜 4 88 

静 岡 23 65 

愛 知 2 25 

三 重 2 50 

滋 賀 6 42 

京 都 0 - 

大 阪 33 95 

兵 庫 53 81 

奈 良 30 58 

和歌山 5 60 

鳥 取 1 100 

島 根 0 - 

岡 山 14 71 

広 島 13 96 

山 口 4 25 

徳 島 5 20 

香 川 18 61 

愛 媛 0 - 



高 知 0 - 

福 岡 7 71 

佐 賀 1 50 

長 崎 3 50 

熊 本 0 - 

大 分 2 50 

宮 崎 0 - 

鹿児島 1 0 

沖 縄 1 0 

計 399 69 

（注）受診率については、石綿等の製造業務等に係る健康管理手帳所持者が1年に2回健康
診断を受診することができることから、分母を健康管理手帳所持者数の倍数とし、分子を健康
診断受診者の延べ数として算定している。 

 
 
 


